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第１章 決算の状況 

１ 各会計の決算状況 

決算は、市の運営に必要な経費について、市に入ったお金（歳入）と、使ったお金（歳出）を

明らかにするものです。人吉市には、下表のような会計区分があり、これらはその目的ごとに分

けられています。このなかでも一番大きな会計は「普通会計」で、市の本体を担う会計です。市

税や地方交付税を主な財源として、市の運営や福祉・教育の充実、農林水産業の活性化、道路や

河川の整備などの経費に用いられます。人吉市の場合は、「一般会計」・「人吉球磨地域交通体

系整備特別会計」の２会計を「普通会計」としています。この章では、平成２９年度普通会計決

算状況についてみていきます。 

 

※この報告書は、現行官庁会計の仕組みである「現金主義」により作成しています。よって、普通会

計における１年間のお金の流れ（フロー）や使途を確認されたい方は当報告書を、普通会計以外や

人吉市が関係するすべての財政活動主体におけるこれまでの財政活動の結果（ストック）や、「発

生主義」的なコストの状況などを確認されたい方は、別掲載の「人吉市の財務諸表」をご覧くださ

い。 

 

平成２９年度 各会計の決算額            単位：円 

会計区分 会計名 歳入 歳出 差引額 

普通会計 

一般会計 16,886,959,977 16,540,293,249 346,666,728 

人吉球磨地域交通体系整備特別会計 46,298 46,298 0 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 5,196,067,296 4,855,874,080 340,193,216 

藍田財産区特別会計 36,329,996 25,008,151 11,321,845 

国民宿舎特別会計 6,529,517 6,529,517 0 

工業用地造成事業特別会計 52,442,581 49,299,745 3,142,836 

介護保険特別会計 4,361,523,147 4,151,822,389 209,700,758 

介護サービス事業特別会計 34,881,648 32,796,992 2,084,656 

後期高齢者医療特別会計 494,655,303 483,551,809 11,103,494 

公営企業 

会計 

水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 555,325,348 478,478,655 76,846,693 

資本的収入及び支出 45,829,658 288,659,229 -242,829,571 

下水道事業 

特別会計 

収益的収入及び支出 1,183,454,035 1,085,177,933 98,276,102 

資本的収入及び支出 108,795,310 544,046,846 -435,251,536 

※水道事業及び下水道事業会計における資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額で補填しています。 
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２ 普通会計の決算分析 

（単位：千円・％） 

区   分 平成 29年度 平成 28年度 
対前年度増減 

増減額 伸率 

(1)歳入総額 16,887,006 16,178,603 708,403 4.4％ 

(2)歳出総額 16,540,339 15,623,555 916,784  5.9％ 

(3)歳入歳出差引き(1)-(2) 346,667 555,048 ▲ 208,381 ▲37.5％ 

(4)翌年度繰越財源 40,026 69,732 ▲ 29,706 ▲42.6％ 

(5)実質収支 306,641 485,316 ▲ 178,675 ▲36.8％ 

※普通会計の歳入歳出決算額は「地方財政状況調査表」（決算統計）による合計額（純計処理後の額）のため、

「１ 人吉市全会計決算の状況」に示した普通会計の合計額とは異なります。 

 

平成２９年度の普通会計決算収支は、歳入総額・歳出総額ともに前年度に比べ増加しています。

これは、歳入においては地方消費税交付金の増や人吉球磨スマートインターチェンジ整備事業に

よる国庫支出金の増などが主な増加の要因となり、歳出においては扶助費や新市庁舎建設事業の

増が主な増加の要因となっています。 

 

１）歳入の決算状況 

平成２９年度の歳入総額は約１６８億９千万円で昨年度より約７億１千万円の増となりました。

増の主なものとしては、地方消費税交付金の約２千万円の増や人吉球磨スマートインターチェン

ジ整備事業や大規模修繕・更新事業（曙橋補修事業）の事業費増に伴い国庫支出金が約２億５千

万円の増となったものがあげられます。 

国県支出金や地方交付税などは国等から交付されるお金（「依存財源」と言います。）であり、

地方税は市独自の財源（「自主財源」と言います。）であることから、地方税収の低下は財政自

主体力の低下を意味します。平成２９年度の地方税は約１千万円の増となっており、増額の要因

としては個人所得割の増や国の税制改正に伴い軽自動車税が増収となったことがあげられます。

歳入全体における地方税の割合は０．９％の減となっております。 

 

 

各歳入の状況は次のとおりです。 

 

地方税  ３７億２９万２千円（前年度比約１，３８７万円の増）   

たばこ税が約７８２万円の減でしたが、市民税が約６５９万円、固定資産税が約１，

０５０万円、軽自動車税が約４４４万円の増となっています。 

地方税の歳入全体に占める構成比は０．９％減となっています。 
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地方交付税 ４８億１，５０３万８千円（前年度比約１億４，２７２万円の減）  

普通交付税は、基準財政収入額と基準財政需要額の差額を算定の基礎としますが、平

成２９年度は一部事務組合のごみ処理施設建設に対する起債償還が一部終了したこ

と等に伴い交付額が大幅に減少しました。特別交付税は約３，０２５万円の減となっ

ており、地方交付税全体では前年度比２．９％の減となっています。 

（※平成２９年度地財計画では地方交付税は前年度比２．２％の減）     

 

地方消費税交付金 ６億５，９６６万８千円（前年度比約２，４９６万円の増） 

    社会保障の安定財源確保として平成２６年４月から消費税が３％引き上げられたこ

とで地方消費税の配分が０．７％増えています。若干の景気回復の兆しが見られ、昨年

度より約２，４９６万円の増となっています。 

 

国庫支出金 ２８億９，２６３万７千円（前年度比約２億４，９１２万円の増）  

経済対策臨時福祉給付金給付事業費補助金（繰越）の増や、人吉球磨スマートインタ

ーチェンジ整備事業の増が主な要因です。 

（増減の主なもの） 

      経済対策臨時福祉給付金給付事業費補助金（繰越）・１億２，４７０万円の増 

      社会資本整備総合交付金（繰越）道路橋梁・・・・・１億１，９５６万円の増 

      子どものための教育・保育給付費負担金・・・・・・・・６，２４０万円の増 

      地方創生加速化交付金・・・・・・・・・・・・・・・・５，８３７万円の減 

 

  県支出金 １２億９，２０７万３千円（前年度比約１億２，０３４万円の増）  

産地パワーアップ事業推進費補助金や子どものための教育・保育給付費負担金の増が

主な要因です。 

     （増となった主なもの） 

      産地パワーアップ事業推進費補助金・・・・・・・・５，６６８万円の増 

      子どものための教育・保育給付費負担金・・・・・・３，１２０万円の増 

      緑の産業再生プロジェクト促進事業費補助金・・・・２，６００万円の増 

       

地方債  １４億２，０７２万９千円（前年度比約３億９，７８４万円の増）  

新市庁舎建設事業や人吉球磨スマートインターチェンジ整備事業に係る地方債の増

が主な要因です。 

     （増となった主なもの） 

市庁舎建設事業債・・・・・・ ・・・・・・・・・１億６，９３０万円の増 

社会資本整備総合交付金事業債【道路橋梁】（繰越）・・７，１３０万円の増 

公共施設等適正管理推進事業債【除却分】・・・・・・・４，４２０万円の増 

 

 

 

 



4 

 

 

 

 

 
 

 

 

≪歳入の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

地方税 ① 3,700,292 21.9% 3,686,421 22.8% 13,871 0.4 %

うち住民税（個人分） 1,246,900 7.4% 1,241,798 7.7% 5,102 0.4 %

うち住民税（法人分） 302,746 1.8% 301,250 1.9% 1,496 0.5 %

うち固定資産税 1,566,212 9.3% 1,555,948 9.6% 10,264 0.7 %

地方譲与税 ② 124,762 0.7% 125,162 0.8% ▲ 400 ▲ 0.3 %

地方特例交付金 ③ 7,683 0.0% 6,613 0.0% 1,070 16.2 %

うち減税補てん特例交付金 7,683 0.0% 6,613 0.0% 1,070 16.2 %

地方交付税 ④ 4,815,038 28.5% 4,957,759 30.6% ▲ 142,721 ▲ 2.9 %

うち普通交付税 4,264,012 25.3% 4,376,487 27.1% ▲ 112,475 ▲ 2.6 %

うち特別交付税 551,026 3.3% 581,272 3.6% ▲ 30,246 ▲ 5.2 %

地方消費税交付金等各種交付金 ⑤ 715,994 4.2% 671,880 4.2% 44,114 6.6 %

（一般財源）①＋②＋③＋④＋⑤ 9,363,769 55.4% 9,447,835 58.4% ▲ 84,066 ▲ 0.9 %

【参考】  ①＋②＋③＋④＋⑤＋臨時財政対策債 9,828,498 58.2% 9,912,925 61.3% ▲ 84,427 ▲ 0.9 %

交通安全特別交付金 3,791 0.0% 4,270 0.0% ▲ 479 ▲ 11.2 %

国庫支出金 2,892,637 17.1% 2,643,515 16.3% 249,122 9.4 %

県支出金 1,292,073 7.7% 1,171,733 7.2% 120,340 10.3 %

地方債 1,420,729 8.4% 1,022,890 6.3% 397,839 38.9 %

うち臨時財政対策債 464,729 2.8% 465,090 2.9% ▲ 361 ▲ 0.1 %

うち退職手当債 0 0.0% 87,600 0.5% ▲ 87,600 0.0 %

その他 1,914,007 11.3% 1,888,360 11.7% 25,647 1.4 %

うち繰入金 388,558 2.3% 327,074 2.0% 61,484 18.8 %

歳入合計 16,887,006 100.0% 16,178,603 100.0% 708,403 4.4 %

区　　分

（単位：千円）

増減率

比較平成28年度平成29年度

23.0% 22.3% 22.5% 22.8% 21.9%

0.8% 0.7% 0.8% 0.8% 0.7%
0.0% 0.1% 0.1% 0.1%

0.1%

30.7% 29.5% 30.5% 30.6% 28.5%

2.6% 3.0% 4.7% 4.2%
4.2%

17.5% 16.6%
17.8% 16.3%

17.1%

7.0%
6.9%

7.4% 7.2% 7.7%

9.3% 9.1%
6.7%

6.3% 8.4%

9.0% 11.7% 9.5% 11.7% 11.3%
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≪歳入決算額構成比の推移≫

その他

地方債

県支出金

国庫支出金

交通安全特別交付金

各種交付金

地方交付税

地方特例交付金

地方譲与税

地方税
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２）歳出の決算状況 

平成２９年度の歳出総額は約１６５億４千万円で、昨年度より約９億２千万円の増となりました。

内容については、①「行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費）」と、②「経費の性質から見る

歳出の状況（性質別経費）」の２つの視点から説明します。 

 

①  行政分野ごとに見る歳出の状況（目的別経費） 

行政分野ごとに見ていくと、一番多いものが民生費で、構成比で全体の４０．５％を占めており、

次いで総務費１４．０％、土木費１０．６％と続いています。前年度との比較では、新市庁舎建設関

連経費の増により総務費が増、人吉・球磨スマートインターチェンジ整備促進事業、大規模修繕・更

新事業（曙橋補修事業）の増により土木費が大きく伸びています。 

 

 

※以下は昨年度と比較して増減の大きい分野のみを抜粋しています。 

 

総務費 ２３億２，２３８万円（前年度比 約５億６，０１７万円の増）   

（増の主な理由） 

  新市庁舎建設関連経費・・・・・・約２億１，１０９万円の増 

 

 

民生費 ６６億９，３２３万９千円（前年度比 約３，４３４万円の増）   

（増の主な理由） 

  保育所等運営費負担金・・・・・・約１億３，４８４万円の増 

 

 

衛生費 １３億９，１６１万円（前年度比 約１億６，１２８万円の減）   

（減の主な理由） 

  人吉球磨広域行政組合負担金・・・約１億３，７０２万円の減 

 

 

労働費 １，５８５万円（前年度比 約１１２万円の減）  

 （減の主な理由） 

   人吉球磨能力開発センター補助金・・・・・約１１２万円の減 

   

 

農林水産業費 ５億１，１８６万７千円（前年度比 約２，９９０万円の増）  

  （増の主な理由） 

   産地パワーアップ事業補助金・・・・・・・・・・・約６，００８万円の増 

   緑の産業再生プロジェクト促進事業補助金・・・・・約２，９５５万円の増 
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商工費 ３億７，２０７万１千円（前年度比 約５，９６４万円の増）  

（増の主な理由） 

  地域経済循環創造事業交付金・・・・・・・約４，０００万円の増 

 

土木費 １７億５，３７１万９千円（前年度比 約５億３５万円の増）  

（増の主な理由） 

  人吉・球磨スマートインターチェンジ整備促進事業・・・約２億５，３７１万円の増 

 

消防費 ５億６，２２６万５千円（前年度比 約１，５９０万円の増） 

（増の主な理由） 

人吉下球磨消防組合負担金・・・・・・・・約１，４５６万円の増 

 

教育費 １１億３，８６６万３千円（前年度比 約６，００１万円の減） 

（減の主な要因） 

県民体育祭に向けた体育施設整備事業・・・約７，４９９万円の減 

 

※ 行政分野ごとの歳出状況の詳細は、別掲載の「平成２９年度決算に係る主要な施策の成果

報告」をご覧ください。 

 

  *各目的別の用語説明* 

○議会費 

議会運営に要する経費 

○総務費 

市庁舎運営費など総務的な経費 

○民生費 

児童福祉など社会保障関係経費 

○衛生費 

保健衛生や環境対策などの経費 

○労働費 

雇用対策等に要する経費 

○農林水産業費 

農林水産業振興に要する経費 

○商工費 

商工業・観光業の振興経費 

○土木費 

道路、河川、公園などの整備費 

○消防費 

消防に要する経費 

○教育費 

小中学校や公民館運営費など 

○災害復旧費 

災害被害の復旧に要する経費 

○公債費 

地方債等の元利返済金 

○諸支出金 

普通財産取得などに要する経費 

 

○予備費 

予算外の支出等にあてるため使途を特定しないで計上する経費 
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議会費
1.1%

総務費

14.0%

民生費
40.5%

衛生費
8.4%

労働費
0.1%

農林水産業費

3.1%

商工費
2.3%

土木費
10.6%

消防費
3.4%

教育費

6.9%

災害復旧費
0.7%

公債費
8.9%

普通会計目的別構成

歳出総額

165億4033万9千円

≪目的別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

議会費 184,810 1.1% 185,316 1.2% ▲ 506 ▲ 0.3 % ▲ 5.8 %

総務費 2,322,380 14.0% 1,762,214 11.3% 560,166 31.8 % 4.7 %

民生費 6,693,239 40.5% 6,658,896 42.6% 34,343 0.5 % 2.3 %

衛生費 1,391,610 8.4% 1,552,889 9.9% ▲ 161,279 ▲ 10.4 % ▲ 3.0 %

労働費 15,850 0.1% 16,970 0.1% ▲ 1,120 ▲ 6.6 % 13.7 %

農林水産業費 511,867 3.1% 481,971 3.1% 29,896 6.2 % 0.4 %

商工費 372,071 2.3% 312,428 2.0% 59,643 19.1 % 6.9 %

土木費 1,753,719 10.6% 1,253,370 8.0% 500,349 39.9 % ▲ 10.5 %

消防費 562,265 3.4% 546,361 3.5% 15,904 2.9 % 7.6 %

教育費 1,138,663 6.9% 1,198,670 7.7% ▲ 60,007 ▲ 5.0 % ▲ 2.8 %

災害復旧費 117,383 0.7% 158,119 1.0% ▲ 40,736 ▲ 25.8 % 104.7 %

公債費 1,476,482 8.9% 1,496,351 9.6% ▲ 19,869 ▲ 1.3 % 0.2 %

諸支出金 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

16,540,339 100.0% 15,623,555 100.0% 916,784 5.9 % 0.9 %歳出合計

前年度

増減率 増減率
区　　　　分

平成29年度 平成28年度 比　　較

（単位：千円）
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②  経費の性質から見る歳出の状況（性質別経費） 

 人件費、借入金の返済額、建設事業に要した経費などその支出を性質別に見た歳出の状況です。性

質別経費のうち、支出が義務付けられ任意に削減しにくい固定的な経費を「義務的経費」、道路や学

校の建設事業経費、災害復旧に要した経費などのように、支出の効果が資本形成に向けられ、施設等

が資産として将来に残るものに支出される経費のことを「投資的経費」と言います。 

 平成２９年度の場合、扶助費の占める割合が大きく、次いで人件費、投資的経費の順となっており、

義務的経費の占める割合が約８６億円、全体の約５０％以上を占めています。 

 

 

義務的経費 ８５億５，９３６万６千円（前年度比 約３，３３７万円の減） 

人件費の減が義務的経費の減の要因となっています。 

◆人件費  ２６億１，３５９万２千円（前年度比 約２，３１５万円の減） 

（減の主な理由） 

退職金・・・・・・約２，６５９万円の減 

 

◆扶助費  ４４億６，９２９万２千円（前年度比 約９６５万円の増） 

（増の主な理由） 

保育所等運営費負担金・・・・・・・・約１億３，４８４万円の増 

 

◆公債費  １４億７，６４８万２千円（前年度比 約１，９８７万円の減） 

（減の主な理由） 

退職手当債・・・・約３，３５３万円の減 

 

 

投資的経費 ２１億９９万９千円（前年度比 約８億６，４９２万円の増） 

◆普通建設事業費  １９億８，３６１万６千円（前年度比 ９億５６６万円の増） 

  うち単独事業   ９億４，８３４万８千円（前年度比 ４億５７２万円の増） 

（増の主な理由） 

新市庁舎建設関連事業・・・・・・・・約２億１，１０９万円の増 

 

 

その他経費 ５８億７，９９７万４千円（前年度比 約８，５２３万円の増） 

◆物件費  １６億９，６２４万１千円（前年度比 約４２５万円の増） 

  （増の主な理由） 

ふるさと納税業務支援サービス業務委託料・・・約６，３７２万円の増 

 

◆補助費等 ２０億８，５３８万２千円（前年度比 約７，１３８万円の減） 

（減の主な理由） 

人吉球磨広域行政組合負担金・・・・・約１億３，７０２万円の減 
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人件費

15.8%

扶助費

27.0%

公債費
8.9%

物件費
10.3%

維持補修費

0.6%

補助費等
12.6%

積立金
1.0%

貸付金
0.4%

繰出金
10.7%

投資的経費
12.7%

普通会計性質別構成

歳出総額

165億4033万9千円

≪性質別歳出決算の状況≫

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額

義務的経費 8,559,366 51.7% 8,592,735 55.0% ▲ 33,369 ▲ 0.4 % 6.0 %

人件費 2,613,592 15.8% 2,636,743 16.9% ▲ 23,151 ▲ 0.9 % 5.6 %

扶助費 4,469,292 27.0% 4,459,641 28.5% 9,651 0.2 % 8.3 %

公債費 1,476,482 8.9% 1,496,351 9.6% ▲ 19,869 ▲ 1.3 % 0.2 %

投資的経費 2,100,999 12.7% 1,236,080 7.9% 864,919 70.0 % ▲ 20.5 %

普通建設事業費 1,983,616 12.0% 1,077,961 6.9% 905,655 84.0 % ▲ 27.1 %

うち補助事業費 983,420 5.9% 511,804 3.3% 471,616 92.1 % ▲ 40.6 %

うち単独事業費 948,348 5.7% 542,631 3.5% 405,717 74.8 % ▲ 12.0 %

災害復旧事業費 117,383 0.7% 158,119 1.0% ▲ 40,736 ▲ 25.8 % 104.7 %

うち補助事業費 26,331 0.2% 25,997 0.2% 334 1.3 % 93.2 %

うち単独事業費 91,052 0.5% 132,122 0.8% ▲ 41,070 ▲ 31.1 % 107.1 %

失業対策事業費 0 0.0% 0 0.0% 0 - % - %

その他の経費 5,879,974 35.6% 5,794,740 37.1% 85,234 1.5 % ▲ 0.6 %

うち物件費 1,696,241 10.3% 1,691,992 10.8% 4,249 0.3 % 0.1 %

うち補助費等 2,085,382 12.6% 2,156,760 13.8% ▲ 71,378 ▲ 3.3 % ▲ 4.0 %

16,540,339 100.0% 15,623,555 100.0% 916,784 5.9 % 0.9 %

平成29年度 平成28年度

歳出合計

区　　　　分

（単位：千円）

前年度

増減率

内
訳

内
訳

増減率

比　　較
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＊各性質別の用語説明＊ 

○義務的経費 

歳出経費のうち、その支出が義務付けられ、任意に削減できない経費。人件費、扶助費、公債費

が該当します。 

◆人件費・・・職員の給料や退職手当、議員の報酬など 

◆扶助費・・・児童や高齢者福祉、生活保護など社会福祉に要する経費 

◆公債費・・・地方債（借金）の元利返済金 

 

○投資的経費 

道路、公園、学校の建設など社会資本整備に要する経費。普通建設事業費、災害復旧事業費、失

業対策事業費が該当します。 

◆普通建設事業費・・・道路や公園、学校の建設改良経費など建設事業のための経費 

◆災害復旧事業費・・・災害被害の復旧に要する経費 

 

○その他の経費 

上記以外に「積立金」・「貸付金」・「投資及び出資金」・「繰出金（他会計へ支出する経費な

ど）」・「前年度繰上充用金（前年度会計で歳入が不足する場合に次年度の歳入を繰り上げて不足

額に充てるために要した経費）」があります。 

◆物件費・・・旅費や臨時職員等の賃金、交際費、需用費、役務費、備品購入費、委託料など 

◆補助費等・・一部事務組合等への負担金やさまざまな団体等への補助金、報償費、賠償金、寄

付金など 

 

 

３）歳入歳出差引 

「歳入－歳出」の額です。平成２９年度決算では約３億４，６６７万円の黒字です。 

 

４）翌年度繰越財源 

平成２９年度中に完了ができなかったため平成３０年度へ繰り越した事業のための財源のことで、

その額は約４，００３万円です。平成３０年度へ繰り越した事業は、人吉・球磨スマートＩＣ整備事

業など計２２本となりました。 

 

５）実質収支 

「歳入歳出差引額」から「翌年度繰越財源」を差し引いた額です。平成２９年度決算は、約３憶６

６４万円の黒字となりました。前年度より約１億７，８６７万円の減となっています。 

 

≪決算収支の状況≫ （単位：千円）

形式収支 実質収支 単年度収支 実質単年度収支

 平成29年度(A) 346,667 306,641 ▲ 178,675 ▲ 328,553

 平成28年度(B) 555,048 485,316 4,725 ▲ 195,067

 平成27年度 735,529 480,591 63,703 64,066

▲ 208,381 ▲ 178,675 ▲ 183,400 ▲ 133,486

区分

決算額

増減額（A－B）
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３ 市民１人当たりに置き換えて 

 歳入歳出決算を人吉市民１人当たりの額に換算してみました。また、１０年・２０年前と比べて決

算内訳がどのように変化しているかについても掲載しています。 

 

１）市民１人当たりの決算額  

歳入歳出決算額を人吉市の人口（平成３０年３月３１日現在３２，６６４人）で割り、市民一人当

たりの額を算出しますと次のとおりとなります。 

（単位：円） 

歳入の状況 市民一人当たりの額 

人吉市の税収（地方税） １１３，２８３ 

国、県から入るもの（交付税・国県支出金・各種交付金） ３０１，６１６ 

施設の使用料など 

（使用料・手数料・財産収入・分担金及び負担金） 
１４，５４４ 

借入金（地方債） ４３，４９５ 

その他（寄付金・繰入金・繰越金・諸収入） ４４，０５３ 

合  計 ５１６，９９１ 

 

（単位：円） 

歳出（目的別）の状況 市民一人当たりの額 

総務・税務徴税・議会など （議会費・総務課） ７６，７５７ 

高齢者・子ども・障がい者など （民生費） ２０４，９１２ 

健康など （保健衛生費） １３，０４３ 

ごみ処理など （衛生費・清掃費） ２９，５６１ 

農業費・商工観光費 （農林水産費・商工費） ２７，０６１ 

道路河川・公園・住宅 （土木費） ５３，６９０ 

消防・防災など （消防費） １７，２１３ 

教育・文化・スポーツなど （教育費） ３４，８６０ 

借入金の返済 （公債費） ４５，２０２ 

その他 （労働費・災害復旧費・諸支出金） ４，０７９ 

合  計 ５０６，３７８ 

 

１人当たりの歳入額は５１６，９９１円、歳出額は５０６，３７８円となりました。 

歳出を見ると、福祉関係に使われる額が約２０万５千円と突出しているのがわかります。昨年度が

約２０万１千円で、前年度と比較し約４千円も伸びています。これは、平成２７年４月から制度改正

に伴い、認定こども園による保育所運営費等負担金が増額したことが一因となっています。 

一方、歳入を見ると、市民が市税として納税する額が約１１万３千円、国県から交付される額が約

３０万２千円となっており、多くを国や県からのお金に頼りながら運営をしていることがわかります。 
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２）決算構成の変化 ～２０年前の決算と比較する～ 

ここでは、過去と現在の決算構成を比較しています。２０年前と比べると歳入歳出構成はどのよう

に変化しているのでしょうか。 

〈歳入構成の推移〉 

 平成２９年度の歳入合計は２０年前と比較して約１１億９４５万円の増となっております。歳入の

構成比は概ね変化はありませんが、地方税収は約６億６，４９７万円の減になっており、地方交付税、

国・県支出金、各種交付金などの依存財源が大きな割合を占めています。                                     

 

（単位：千円） 

 
９年度 １９年度 ２９年度 

地方交付税 4,857,805 4,393,499 4,815,038 

地方譲与税 238,933 191,628 124,762 

地方特例交付金 0 32,626 7,683 

各種交付金 236,893 498,361 715,994 

交通安全特別交付金 7,861 6,644 3,791 

国庫支出金 1,841,701 2,144,539 2,892,637 

県支出金 847,522 910,072 1,292,073 

地方債 1,100,700 1,317,300 1,420,729 

地方税 4,365,263 4,031,683 3,700,292 

その他 2,280,876 1,827,682 1,914,007 

合 計 15,777,554 15,354,034 16,887,006 

    ＊着色  の部分が自主財源となります。 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

９年度 １９年度 ２９年度

地方交付税, 30.8% 地方交付税, 28.6% 地方交付税, 28.5%

国庫支出金, 11.7% 国庫支出金, 14.0% 国庫支出金, 17.1%

県支出金, 5.4% 県支出金, 5.9%
県支出金, 7.7%地方債, 7.0%

地方債, 8.6%
地方債, 8.4%

地方税, 27.7%
地方税, 26.3%

地方税, 21.9%

その他

地方税

地方債

県支出金

国庫支出金

交通安全特別交付金

各種交付金

地方特例交付金

地方譲与税

地方交付税
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〈歳出構成の推移〉 

歳出の目的別構成比は、民生費の割合が増え、土木費が減少しています。社会情勢の変化等により、

社会福祉への需要が高くなったことによるものです。それに対し土木費は２０年前に比べ大幅に減少

していますが、今後は老朽化した施設などの修繕のための支出が増えていくことが考えられます。 

 

 

（単位：千円） 

  ９年度 １９年度 ２９年度 

議会費 230,941 190,396 184,810 

総務費 1,729,327 1,776,398 2,322,380 

民生費 3,851,914 4,876,368 6,693,239 

衛生費 849,825 1,410,187 1,391,610 

労働費 45,855 17,329 15,850 

農林水産業費 600,468 537,300 511,867 

商工費 622,436 415,401 372,071 

土木費 2,621,198 2,506,090 1,753,719 

消防費 460,693 499,643 562,265 

教育費 1,889,922 1,226,392 1,138,663 

災害復旧費 228,267 920 117,383 

公債費 1,933,238 1,567,415 1,476,482 

諸支出金 0 0 0 

合 計 15,064,084 15,023,839 16,540,339 

  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

９年度 １９年度 ２９年度

総務費, 11.5% 総務費, 11.8% 総務費, 14.0%

民生費, 25.6%
民生費, 32.5%

民生費, 40.5%

土木費, 17.4%

土木費, 16.7%
土木費, 10.6%

教育費, 12.5%

教育費, 8.2% 教育費, 6.9%

公債費, 12.8% 公債費, 10.4% 公債費, 8.9% 公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

議会費



14 

 

４ 目的税の使途状況 

 目的税とは、その使途を特定した上で徴収する税のことです。人吉市の場合は、都市計画税及び入

湯税がこれに該当します。 

 

１）都市計画税の使途状況 

都市計画税は、都市計画事業や土地区画整理事業に要する費用に充てることを目的としています。

平成２９年度は、下水道事業、公園整備事業、街路整備事業などの都市計画事業などに充てるととも

に、これらのために借り入れた地方債の償還（返済）に充てられています。平成２９年度は事業費の

約３２．１％を都市計画税収で賄っています。 

 

平成２９年度 都市計画税の使途及び財源内訳  （単位：千円） 

事業名 事業費 
財源内訳 

都市計画税 国県支出金 その他 一般財源 

街路 117,646 11,223 52,044 37,410 16,969 

公園 25,936 1,900 11,164 10,000 2,872 

下水道 153,286 61,019 0 0 92,267 

区画整理 940 374 0 0 566 

公債費 274,846 109,407 0  0 165,439 

計 572,654 183,923 63,208 47,410 278,113 

【主な事業】 

    ・都市計画道路下林願成寺線改良事業、村山公園施設設備改築事業 など 

 

２）入湯税の使途状況 

入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備

並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的としています。平成

２９年度は消防施設の整備、観光振興に要する費用に充てています。 

 

平成２９年度 入湯税の使途及び財源内訳         （単位：千円） 

使途 事業費 
財源内訳 

入湯税 その他 一般財源 

消防施設等の整備 22,575 1,114 20,400 1,061 

観光振興 36,954 18,940 0 18,014 

計 59,529 20,054 20,400 19,075 

【主な事業】 

    ・防火水槽新設、消防団積載車購入、消火栓新設・修繕 

・観光パンフレット・広告料、お城まつり等補助金 ほか 
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５ 地方消費税引き上げ分の使途状況 

平成２６年４月１日から消費税率（国・地方）が５％から８％に引き上げられました。これは、今

後も増加が見込まれる社会保障経費の財源確保のためとされており、その増収分については社会保障

施策に要する経費（事務費や人件費等を除く）に充てることとなっています。 

平成２９年度決算における使途状況は次のとおりとなっています。 

 

 地方消費税引き上げ分の使途状況                       （単位：千円） 

事業区分 事業費 国県支出金 その他 一般財源 

 

うち地方消費税

交付金（社会保

障財源化分） 

社会福祉 計 4,560,941 2,744,467 134,398 1,682,076 131,035 

障がい者福祉 960,144 676,335 16,872 266,937 20,795 

高齢者福祉 165,951 1,726 18,310 145,915 11,367 

児童福祉 2,263,498 1,444,588 98,079 720,831 56,153 

母子福祉 238,995 80,708 0 158,287 12,331 

生活保護扶助 669,214 529,761 0 139,453 10,863 

その他 263,139 11,349 1,137 250,653 19,526 

社会保険 計 1,017,696 188,781 0 828,915 64,573 

国民健康保険 308,695 126,005 0 182,690 14,232 

介護保険 709,001 62,776 0 646,225 50,341 

保健衛生 計 901,063 109,220 1,652 790,191 61,556 

感染症予防 90,089 0 0 90,089 7,018 

高齢者医療 695,233 103,891 0 591,342 46,066 

成人保健 68,294 2,269 0 66,025 5,143 

母子保健 36,725 3,060 1,652 32,013 2,494 

医療施策 10,722 0 0 10,722 835 

総 計 6,479,700 3,042,468 136,050 3,301,182 257,164 

＊各事業の一般財源の割合に応じて充当しています。 


